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制度改定のポイントとは

育児・介護休業法の改正により、令和４年10月から、育児休業の２回までの分割取得と、

産後パパ育休（出生時育児休業）の制度を施行します。

これに伴い、育児休業給付についても、以下の点が変更になります。
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１．育児休業の分割取得

２．産後パパ育休(出生時育児休業)



育児・介護休業法及び雇用保険法改正の趣旨／概要

出産・育児等による労働者の離職を防ぎ、希望に応じて男女ともに仕事と育児等を両立できる
ようにするため、子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の枠組みの創設、育児休業を取得
しやすい雇用環境整備及び労働者に対する個別の周知・意向確認の措置の義務付け、育児休業給
付に関する所要の規定の整備等の措置を講ずる。
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〈改正の趣旨〉

〈改正の概要（育児休業給付に関わるもの）〉

①休業の申出期限については、原則休業の２週間前までとする。※現行の１か月前よりも短縮

②分割して取得できる回数は２回とする。

③労使協定を締結している場合に、労働者と事業主の個別合意により、事前に調整した
上で休業中に就業することを可能とする。

○ 男性の育児休業促進のための子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の
枠組み「産後パパ育休」の創設

※子の出生後８週間以内に４週間まで取得することができる柔軟な育児休業の枠組みを創設する。



育児・介護休業法及び雇用保険法改正の概要
○ 育児休業の分割取得

○ 育児休業給付に関する所要の規定の整備
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育児休業（産後パパ育休を除く。）について、分割して２回まで取得することを可能と
する。

①上記２点の改正を踏まえ、育児休業給付についても所要の規定を整備する。

②出産日のタイミングによって受給要件を満たさなくなるケースを解消するため、被保
険者期間の計算の起算点に関する特例を設ける。
※②は令和３年９月１日付けで施行済み



育児休業給付について（現行）
〈支給対象者は〉
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１歳（いわゆるパパママ育休プラス制度を利用して育児休業を取得する場合は１歳２か
月、保育所における保育の実施が行われない等の場合は１歳６か月又は２歳）未満の子を
養育する被保険者（※）で、次のいずれにも該当する方が育児休業業給付金の支給対象者
となります。

（※）ここでいう被保険者は、一般被保険者及び高年齢被保険者をいいます。

①１歳未満の子を養育するために、「育児休業」を取得した被保険者であること

●ここでいう「育児休業」とは、職場復帰を前提に取得するものをいい、休業取得時に退
職が確定（予定）している休業は支給の対象となりません。

●育児休業対象者は男女を問いません。

●育児をする子は実子・養子を問いません。

●期間雇用者も支給対象となります。



育児休業給付について（現行）

○期間雇用者の取扱い
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②育児休業を開始した日の前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上ある完全月
（※）が12か月以上（原則、育児休業を開始した日前２年間に、賃金支払基礎日
数が11日以上必要。12か月ない場合は、完全月で賃金の支払の基礎となった時間
数が80時間以上の月を１か月として取り扱うこととする。）あること

（※）過去に基本手当の受給資格や高年齢受給資格の決定を受けたことのある方については、
基本手当の受給資格決定や高年齢受給資格決定を受けた後のものに限ります。

期間雇用者（期間を定めて雇用される者）については、上記①、②に加え、休業開始時において、
（１）同一の事業主のもとで１年以上雇用が継続しており、かつ、
（２）同一の事業主のもとで子が１歳６か月までの間（保育所における保育の実施が行われない等の

理由により、子が１歳６か月後の期間について育児休業を取得する場合は、１歳６か月後の休
業開始時において２歳までの間）に、その労働契約（労働契約が更新される場合にあっては、
更新後のもの）が満了することが明らかでない

のであれば、育児休業給付の対象となります。



育児休業給付について（現行）
○同一の子についての再度の育児休業の取扱い
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職場復帰後、同一の子について再度育児休業を取得した場合は、原則として、育児休業給付の支給
対象となりません。

【例外事由】
① １回目の育児休業の終了が他の子の産前産後休業･育児休業を取得したためであって、当該他の

子が死亡した場合や養子となったこと等により同居しなくなった場合
② １回目の育児休業の終了が介護休業を取得したためであって、介護対象家族の死亡、離婚、婚姻

の取り消し、離縁等により対象家族の介護を行わなくなった場合
③ 配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ）が死亡した場合
④ 配偶者が負傷、疾病等により子を養育することが困難となった場合
⑤ 婚姻の解消等により配偶者が育児休業に係る子と同居しなくなった場合
⑥ 育児休業の申出に係る子が負傷、疾病又は身体上もしくは精神上の障害により、２週間以上の期

間にわたり世話を必要とする状態となった場合
⑦ 育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望し、申込を行っているが、

当面その実施が行われない場合
⑧ 産休特例期間内※に育児休業を実施した場合
⑨ 延長事由に該当するものであって、配偶者が子の１歳に達する日において育児休業をしており、

被保険者の育児休業開始予定日が１歳に達する日の翌日である場合など一定の要件を満たす場合
※配偶者の出産後8週間以内の期間に、父親が育児休業を取得した場合



育児休業給付について（現行）
〈支給額は〉
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育児休業を取得した被保険者に原則として、休業開始時賃金日額（原則、休業開始前６か月の賃金
を180日で除した額）に、支給日数（通常１か月は30日。休業終了日の属する月は、当該支給対象期
間の日数）を乗じて得た額の67％相当額（育児休業開始から180日目まで）又は50％相当額（181日目
以降）が各月に支給されます。

〈支給要件は〉
①支給単位期間の初日から末日まで継続して被保険者資格を有していること

②支給単位期間に、就業していると認められる日数が10日以下であること
※支給単位期間について、10日をこえる場合にあっては、就業していると認められる時間が

80時間以下であること

③支給単位期間に支給された賃金額が、休業開始時の賃金月額の80％未満であること

〈支給対象期間は〉
①育児休業開始日から、育児休業に係る子が１歳（一定の要件に該当した場合は１歳２か月、さらに

一定の要件に該当した場合は１歳６か月又は２歳）に達する日の前日まで

② 満１歳（一定の要件に該当した場合は満１歳２か月、さらに一定の要件に該当した場合は満１歳
６か月又は２歳）に達する日より前に育児休業を終了したときは、育児休業を終了した日まで



育児休業給付について（制度改定後）
＝変更点＝
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１.育児休業の分割取得

■ １歳未満の子について、原則２回の育児休業まで、育児休業給付金を受けられるよう
になります。

■ ３回目以降の育児休業については、原則、給付金を受けられませんが、以下の例外事
由に該当する場合は、この回数制限から除外されます。

■ また、育児休業の延長事由があり、かつ、夫婦交代で育児休業を取得する場合(延長交
代)は、１歳～１歳６か月と１歳６か月～２歳の各期間において、夫婦それぞれ１回に

限り、育児休業給付金が受けられます。



育児休業給付について（制度改定後）
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回数制限の例外事由

Ⅰ.別の子の産前産後休業、育児休業、別の家族の介護休業が始まったことで育児休業が
終了した場合で、新たな休業が対象の子または家族の死亡等で終了した場合

Ⅱ.育児休業の申し出対象である１歳未満の子の養育を行う配偶者が、死亡、負傷等、婚
姻の解消でその子と同居しないこととなった等の理由で、養育することができなくなっ
た場合

Ⅲ.育児休業の申し出対象である１歳未満の子が、負傷、疾病等により、２週間以上の期
間にわたり世話を必要とする状態になった場合

Ⅳ.育児休業の申し出対象である１歳未満の子について、保育所等での保育利用を希望し、
申し込みを行っているが、当面その実施が行われない場合



育児休業給付について（制度改定後）

44

回数の数え方の例

事例➀

事例②

事例③

出生
出生後
８週

本人

配偶者

1回目 例外事由 ２回目

例外事由なし

１歳 １歳６か月 ２歳

1回目

1回目

２回目

1回目

延長交替

２回目

延長交替

他の家族の
介護休業

例外事由Ⅰ 他の子の
育児休業

例外事由Ⅰ

ご注意ください
• 例外事由に該当する場合は、給付申請の際にその旨を申請書に記載してください。

記載がない場合は回数制限の対象としてカウントされます（申請様式は準備中。追って公表します）。

• 必要に応じ、事業主やご本人に事実確認をする場合があります。

２回目



育児休業給付について（制度改定後）
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２.産後パパ育休（出生時育児休業）

子の出生後８週間以内に４週間まで取得することができる産後パパ育休※１制度が創設さ
れます。

産後パパ育休を取得した場合に、出生時育児休業給付金が受けられます。

※１産後パパ育休（出生時育児休業）とは

■ 育休とは別に取得可能

■ 対象期間取得可能日数は、子の出生後８週間以内に４週間まで取得可能

■ 申出期限は、原則休業の２週間前まで

■ 分割取得は、分割して２回取得可能

■ 休業中の就業は、労使協定を締結している場合に限り、労働者が合意した範囲で休業
中に就業することが可能



育児休業給付について（制度改定後）
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支給要件

・休業開始日前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上ある（ない場合は
就業している時間数が80時間以上の）完全月が12か月以上あること

・休業期間中の就業日数が、最大10日（10日を超える場合は就業してい
る時間数が80時間）※２以下であること

※２ 28日間の休業を取得した場合の日数・時間です。
28日間より短い場合は、その日数に比例して短くなります。

（例）14日間の休業 → 最大５日（５日を超える場合は40時間）
10日間の休業 → 最大４日（４日を超える場合は28時間）
[10日×10/28＝3.57（端数切り上げ）→４日]



育児休業給付について（制度改定後）
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支給額

・休業開始時賃金日額（原則、育児休業開始前６か月間の賃金を180で除
した額）

×支給日数×67％ ※３

※３ 支給された日数は、育児休業給付の支給率67％の上限日数である
180日に通算されます。

申請期間

出生日※４の８週間後の翌日から起算して２か月後の月末まで

【例】出生日が令和４年10月15日 → 申請期限は令和５年２月末日まで

※４ 出産予定日前に子が出生した場合は、当該出産予定日

●２回まで分割して取得できますが、１回にまとめての申請となります
のでご注意ください。



育児休業給付について（制度改定後）
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３.その他の変更点

■有期雇用労働者の育児休業取得要件の緩和

（期間雇用者にかかる取扱いの変更）

〈現行〉

（１）同一の事業主に引き続き雇用された期間が１年以上

（２）子が１歳６か月までの間（保育所における保育の実施が行われない等の理由により、子

が１歳６か月後の期間について育児休業を取得する場合は、１歳６か月後の休業開始時にお

いて２歳までの間）に契約が満了することが明らかでない

〈令和４年４月１日～〉

（１）の要件を撤廃し、（２）のみに



育児休業給付について（制度改定後）

49

３.その他の変更点

■支給要件となる被保険者期間の確認や、支給額を決定する休業開始時賃金月額の算定は、
初めて育児休業を取得する時のみ行います。従って、２回目以降の育休の際は、これら
の手続きは不要です。

※産後パパ育休を取得している場合は、それを初めての休業とします。その後に取得す
る育児休業についても、これらの手続きは不要です。

■産後パパ育休と育児休業を続けて取得した場合など、短期間に複数の休業を取得した場
合は、先に取得した休業から申請してください。



お問い合わせは、下記まで

最寄りのハローワーク

または

滋賀労働局職業安定部職業安定課
ＴＥＬ ０７７－５２６－８６０９

50


